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1．はじめに 
 

 ここ数年、わが国において環境報告書を発行する事業者が急増している。環境報告書を

作成するにあたっては、環境省が発行しているガイドライン（環境省 2001a、2001b）を参

考にしている事業者が多い。ガイドラインが指摘しているように、内容報告にあたっての

原則として、適合性、信頼性、理解容易性、比較可能性、検証可能性、適時性などが必要

不可欠な構成要素であり、とりわけ、環境負荷の数値データを取り扱う場合は、比較可能

性が重要な役割を果たしている。 

 数値データの比較を行う上で、①特定企業の過去の実績と現在の実績の比較を行う場合、

②同一業種における企業間の数値データを比較する場合、③異業種間の数値データ比較を

行う場合などがある。今回の調査では自動車業界、ビール業界、化学工業界に焦点をあて、

主として同一業種の企業間比較を検討することとした。本調査の目的としては、環境報告

書の企業間における比較可能性の視点から、環境報告書における数値データの記載内容が

現状どの程度比較可能かどうか、さらに数値データの比較可能性を高めるためにはどのよ

うな課題があり、どのような要件が必要であるかなどについて分析することとした。これ

らの知見は、今後の環境省ガイドライン改定にあたっての提言に役立つものと考えられる。 

 本調査研究の構成は、はじめに背景と目的を述べ、比較可能性に関するこれまでの先行

研究をレビューする。ついで比較可能性を分析するための主要な企業群と各種項目を抽出

するとともに、今回対象とした分析項目に関するガイドラインの主要な規定内容に言及す

る。さらに、自動車業界、ビール業界、化学工業界の３業種についてそれぞれの記載内容

を比較分析する形を取った。今回、対象とした各社の環境報告書は主に2000年版であるが、

新たに発行された 2001 年版環境報告書との比較分析にも触れた。最後に、比較可能性の視

点から、３業種の異同に注目して考察・取りまとめを行い、ガイドラインへの提言などに

言及した。 
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２．環境報告書の比較可能性に関する先行研究 
 

 環境報告書のパフォーマンス指標について、数値データの比較可能性に関する先行研究

がいくつか見られる。 

 河口（1999）は、ビール会社３社の比較分析を行い、環境効率の評価を実施している。

環境影響項目として温暖化・エネルギー消費、水の管理､廃棄物処理､大気汚染、環境関連

投資・コストの５項目について、環境負荷データの絶対値評価および生産量で除した生産

量原単位を評価した。その結果、個別企業の年度毎の時系列的数値データ比較により、環

境効率の改善または悪化の変化をある程度把握することができることを指摘した。さらに

企業間比較では各社のデータの範囲や計算根拠が明確でないために単純に比較することは

困難であるとした上で、数字の算出根拠が同一であったと仮定して、同一項目のデータ比

較を試みている。そして、各社の製造設備や製造技術の違い、使用する燃料の種類の差、

コジェネや事務部門の発生の取り扱いなど様々な要因が複雑に入り組み比較可能性を困難

にしていることを指摘している。 

 また、河野（2001）は、1999 年～2000 年に発行された上場企業１９３社の環境報告書

について、記載内容を、基本的項目、環境保全に関する方針・目標・計画、環境マネジメ

ントの状況、環境パフォーマンスの状況、第三者意見・検証の５項目に分けて詳細に分析

しており、将来の課題として企業間の比較可能性について触れている。今後、同一業種で

多くの企業が環境報告書を発行するケースでは、個別企業の時系列比較により改善状況を

知ることも必要であるが、同業他社との比較が可能になるように検討することが重要であ

ると指摘している。そのためには特定の作成基準を作成する必要性があるとしているが、

作成基準の制定には今少し時間がかかるであろうと述べている。 

 さらに、阪他（2000）は、「環境報告書の理論と実際」第５章に環境報告書の企業間比較

について論じている。ここでは 1999 年版の環境報告書から、作成実務が相対的に充実して

いる家電業界、建設業界、自動車業界の３業種を選び、同業種内における５社～６社の環

境活動の企業間比較を詳細に試みている。その中で、企業間比較という観点からみた場合、

同一業界内であっても多くの課題・問題点のあることが指摘されている。すなわち、環境

報告書で開示されている情報量に格差のあること、数値データの単位の違い、専門用語の

表現方法の違いなど、とりわけ、最も重要な点であるが数値データの算定根拠および対象

範囲が不明瞭なことをあげている。このように、今後、比較可能性を確保することが環境

報告書作成にあたっての大きな課題の１つであり、比較可能性の確保によって、優れた報

告書作成企業が自社の競争優位性を支援することができると結んでいる。 

 他方、比較可能性の調査研究に関連した報告書の参考事例もいくつか見られる。 

 「環境報告書のベンチマーク 1999」（環境監査研究会、1999）、では化学・食品業や組立

製造業の業界特性を調査し、ベンチマーク事例としてビール会社や自動車会社の比較分析

を実施している。この報告書の中で「２１世紀の環境報告書」の方向性として、企業横断
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的な比較可能性の確保が今後最も重視されるであろうと指摘している。 

 また、「環境経営に関する動向」（大阪工業会、2001）の調査報告書では、2000 年度に発

行された環境報告書に基づいて環境情報の開示内容を調査・分析するとともに、環境パフ

ォーマンスについて、食品、化学、輸送用機器などの業界特性を比較分析している。同時

に環境会計の開示内容から見た業界特性をも取りまとめている。 

 さらに、「2000 年度環境報告書ネットワーク研究会活動報告書」（環境報告書ネットワー

ク、2001）では環境会計小委員会の報告書として、環境会計における信頼性確保と比較可

能性の確保について論じており、キリンビールの親会社と関連会社（サイト）の環境会計

に関する比較事例を示し、同業他社の比較可能性を検討するためにコンビニエンス業界３

社の比較分析を取りあげている。しかし、環境報告書における比較可能性は重要な構成要

素ではあるものの、自主的取組みを前提とした環境報告書の本来の趣旨を考慮すると、比

較できる情報ばかりに注意が集中するのも問題があるという考え方のあることも指摘して

いる。 

 

３．比較可能性を分析する項目とガイドラインの規定内容 
 

 今回、比較可能性の分析対象とした業種および主要企業は、表１に示すとおり自動車、

ビール、化学工業からなる３業界を選び、各業界の中から著名な企業３～４社を抽出した。 

 

表１ 比較分析の対象業種および対象とした主要企業名 

対象とした業界 
 

対象とした主要企業 

自動車業界 
 

・トヨタ自動車株式会社（以下、トヨタと省略） 
・日産自動車株式会社（以下、日産と省略） 
・本田技研工業株式会社（以下、ホンダと省略） 

ビール業界 
 

・キリンビール株式会社（以下、キリンと省略） 
・アサヒビール株式会社（以下、アサヒと省略） 
・サッポロビール株式会社（以下、サッポロと省略） 
・サントリー株式会社（以下、サントリーと省略） 

化学工業界 
 

・積水化学工業株式会社（以下、積水化学と省略） 
・旭化成工業株式会社（以下、旭化成と省略） 
・三菱化学株式会社（以下、三菱化学と省略） 
・住友化学工業株式会社（以下、住友化学と省略） 

 

 

 また、比較可能性を検討するにあたり対象とした分析項目には、環境省のガイドライン

に沿う形をとり、表２に示すとおり①環境報告書の基本的要件となる２項目と、②環境負

荷低減に向けた環境パフォーマンス指標となる６項目を選定した。 
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表２ 比較可能性の対象とした分析項目 
項目分類 対象とした分析項目 

基本的要件 
 
 

・対象範囲 
・事業概要（売上高・生産高等） 

数値データに基づ
く環境パフォーマ
ンス指標 
 
 
 

・エネルギー消費量および二酸化炭素排出量 
・水使用量 
・ＮＯｘおよびＳＯｘ排出量等 
・ＣＯＤ排出量等 
・廃棄物排出量およびリサイクル率 
・ＰＲＴＲ対象物質 

 

 対象項目の比較分析にあたり、環境省のガイドラインに記載された規定内容を参考に検

討した。以下にガイドラインの重要な規定内容を示すと表３のとおりである。 

 

表３ 環境省のガイドラインに記載されている重要な規定内容抜粋 
分析項目 ガイドラインの重要な規定内容 
対象範囲 
 

 環境報告書の対象とする組織、期間、対象分野などの基本的要件を
明記する。 
「組織」の明確化は工場・事業所・子会社の範囲、単独・連結の区分、
国内・海外の区分など。 
「期間」の明確化は記載する数値データの対象期間を可能な限り統一
し、異なる場合はその点を明記する。 
「対象分野」の明確化は欧米の持続可能性報告書の普及に伴い、環境
問題に限らず社会的分野、経済的分野も含むように拡大することが望
ましい。 

事業内容 
 
 
 
 

 事業者がどのような活動を行い、その規模がどの程度なのか説明す
る。そのため事業の具体的な内容、主要な製品・サービス、売上高・
生産高、工場・事業所数、従業員数などを記載し、エコエフィシェン
シィーを算出する際の基礎データとして利用することができる。 

エ ネ ル ギ ー 消 費
量・二酸化炭素排出
量 

 エネルギーは「総エネルギー消費量とその低減対策」および「再生
可能エネルギー消費量およびその増大対策」を記載する。単位はＪ（ジ
ュール）とし、総エネルギー消費量の算定にあたっては電気および各
燃料の使用量から算出する。 
 二酸化炭素は「二酸化炭素排出量とその低減対策」を記載する。単
位はｔ－ＣＯ2とし、電気および各燃料の排出係数を用いて算出する。 

水使用量 
 

「水利用量およびその低減対策」、「事業者内部での水の循環的利用
量およびその増大対策」を記載し、単位はｍ3（立法メートル）とす
る。 

ＮＯｘ、ＳＯｘ排出
量 
 

 業態により重要となる記載事項としては、素材、加工・組立などの
事業者は「ＮＯｘ排出量およびその低減対策」、「ＳＯｘ排出量および
その低減対策」をｔ（トン）単位で記載する。また、素材、組立・加
工、建設などの事業者は排出規制項目としてそれぞれの最大濃度（ｐ
ｐｍなど）を記載する。 
 



 5 

ＣＯＤ排出量 
 

 業態により重要となる記載事項としては、素材、加工・組立、流通、
建設などの事業者は「ＣＯＤ、窒素、リンなどの排出量およびその低
減対策」を記載する。単位はｔ（トン）を使用し、組織全体ではなく
個別事業所について記載する。 

廃棄物量・リサイク
ル率 
 

 「廃棄物等の総排出量およびその低減対策」として循環資源を含め
た「廃棄物等」を記載した上で、「循環資源」について再使用・再利
用・熱回収ごとにその量および増大対策を記載し、残りの「廃棄物」
については焼却処理と最終処分に区分して記載する。  

ＰＲＴＲ対象物質 
 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等および管理の改善の促進
に関する法律」が対象となる化学物質について、①大気への排出、②
水域・土壌への排出、③廃棄物としての移動ごとに排出量・移動量を
算定して記載する。 

 

 

４．自動車業界の環境報告書分析 1） 

 

（１）対象範囲 

 トヨタは対象範囲を「日本における自動車を中心とする事業活動」と記して、連結対象

子会社の事業構造について、国内･海外別に業種ごとに代表的な会社名をあげている。日産

は対象範囲を「海外を含むグローバルな日産グループ（当社および連結子会社）を範囲と

する」と明示しており、「連結子会社の主要工場環境データ」のところで代表的な会社名を

あげている。ホンダは対象範囲を「国内の環境取組み実績を中心に」「本年度版では、海外

主要生産事業所における環境データと活動事例を記載」と記している。 

環境報告書の対象範囲は比較可能性を検討する上で最も基本的な項目であるが、環境報

告書に現れる数値データがどこまでの範囲を含むのか読み取りにくいのが現状であり、比

較を難しくしている。企業間の環境報告書を比較する上で、対象範囲の明確化が最も重要

であり、その明確な共通化・統一化が前提条件となる。 

（２）事業概要 

 トヨタは売上高、生産台数、販売台数を単独および連結の数字で記載しており、日産は

売上高と販売台数を連結のみの数字で記載している。ホンダは売上高の数字と生産台数の

実績値を二輪車、四輪車、汎用製品ごとに記載している。売上高と生産高などの関連情報

は、単位製品価値あたりの環境負荷や、単位環境負荷あたりの製品価値を算出する際の基

礎データとなるので比較可能性の観点から重要である。 

（３）エネルギー消費量・二酸化炭素排出量 

 トヨタは自動車生産工程におけるエネルギー使用量（ＣＯ2 排出量：単位：ＣＯ2 千ｔ）

と売上高あたりのＣＯ2排出量（単位：t／億円）を記載し、使用エネルギー別構成比とＣＯ 

2換算係数を明示している。日産はＣＯ2発生総量（単位：1000ｔ-Ｃ）および発生原単位（ 

 

1）詳細はＩＧＥＳ関西研究センターのディスカッションペーパー参照 
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単位：ｔ-Ｃ／億円）として記載し、燃料の種類別使用量および熱量換算比率を明示してい

る。ホンダは二酸化炭素排出量（単位：Ｃ-万 ton）とエネルギー消費原単位（単位：ｋｌ

／億円）を記載している。このように、二酸化炭素排出量の単位がＣＯ2とＣのケースがあ

り、比較するには換算の必要性が生じる。また、原単位は３社とも共有されているとは言

えず比較を困難にしている。 

（４）水使用量 

 トヨタは水使用量の多い塗装工程を有する４工場の１台あたりに対する使用量（単位：

ｍ3／台）の推移を記載している。生産工程全体の数値データはない。日産は生産工程全体

と類推される水使用量（単位：ｍ3）の推移を記載している。ホンダは生産事業所での水使

用量（単位：９３年度を１００とした時の指数表示）と水消費原単位（単位：ton／億円）

の推移を記載している。このように、水使用量の３社間比較は困難である。生産工程全体

の水使用量の総量を記載することが望ましい。 

（５）ＮＯｘおよびＳＯｘ排出量等 

 自動車の生産工程における排ガス中のＮＯｘおよびＳＯｘは主に、ボイラー、乾燥炉、

溶解炉、焼却炉などから発生する。ＮＯｘ排出量は３社とも工場の設備ごとに、規制値と

測定最大値を記載している（単位：ppm）。ホンダは測定実績の平均値も記載している。設

備ごとの数値データの比較は可能であるが、工場における生産工程全体の排出量の総量は

記載されておらず比較はできない。 

 ＳＯｘ排出量は３社とも工場ごとの総量規制値と実績値を記載している（単位：Ｎｍ3／

ｈ）。また、トヨタと日産は生産工程全体での排出量（単位：ｍ3／年）の年度毎の推移をグ

ラフに記載している。工場ごとのサイトデータの比較は可能である。 

（６）ＣＯＤ排出量 

 トヨタ、日産、ホンダの３社とも、ＣＯＤ排出量について、工場ごとにサイトデータを

明示し、規制値、実績値の最大値、最小値、平均値を記載している（単位：ｍｇ／ｌ）。ま

た、日産とホンダは工場によってはＣＯＤ排出総量の規制値および実績値（単位：ｋｇ／

日）を記載しているケースも見られる。工場ごとのサイトデータの比較は可能である。 

一方、日産は別途、生産工程全体の汚濁負荷量（単位：ｋｇ／日）を年度毎の推移とし

て記載しているが、トヨタ、ホンダの環境報告書には記載されていない。 

（７）廃棄物量・リサイクル率 

 トヨタは廃棄物処理処分概要フロー図を作成し、実績値（単位：千ｔ／年）をその図の

中に示している。また、廃棄物・廃材発生量と１台あたりの廃材発生量（単位：ｋｇ／台）

の年度毎の推移を示し、廃棄物の種類別排出量の内訳をも記載している。日産は廃棄物の

処理フロー図を示し、それぞれの実績値を図中に記載している。また、生産額あたり埋立

て処分量の年度ごと推移を示し、廃棄物構成をも記載している。ホンダはフロー図の作成

はないが、廃棄物社外処理量（単位：万ｔ）の年度ごとの実績を示し、排出物の内訳実績

を記載している。廃棄物の流れを示すフロー図は理解しやすいので作成することが望まし
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いが、独自のフロー図を作成しているため、企業間比較の点で難しい。フロー図の作成方

法を統一することが望まれる。 

 一方、リサイクル率についてトヨタは再資源化率のグラフを記載し年度毎の推移を示し

ており、1999 年度に 95.5％の達成を記載している。日産は廃棄物処理フロー図の中で総資

源化率を表示し 96.3％の達成を記載しており、リサイクル内訳構成を円グラフで示してい

る。ホンダはリサイクル率について年度毎の推移をグラフで示しており、1999 年度は 94％

の達成を記載している。現状、生産工程のリサイクルは複雑であり、再資源化率、総資源

化率､リサイクル率と表現方法も異なり、同列での厳密な比較は困難であると考えられる。 

（８）ＰＲＴＲ対象物質 

 トヨタは各工場のサイトデータとしてＰＲＴＲ対象物質の取扱量、排出量、移動量を記

載し、15 工場の集計をマテリアルバランスとしてフロー図で示している。日産は生産工程

で使用している 36 物質ごとに、取扱量、排出量、移動量などを記載し、有害性にランク付

けをして表示している。ホンダは 16 物質について、国内 5 製作所（7 事業所）の取扱量、

排出量、移動量を記載している。開示されているＰＲＴＲ対象物質数は各社により異なり、

対象範囲もまちまちであると想像され、比較は困難である。企業間で開示すべき重要な対

象物質を特定し、企業全体としてのデータを記載すると比較可能性を高めることができる。 

以上、各対象項目について比較可能性を視覚的に分かり易く３段階（○は比較可能なケ

ース、△は条件付比較可能なケース、×は比較困難なケース）に区分して示すと表４のと

おりである。２社のデータ比較が可能な項目は含まれるものの、３社比較が可能な対象項

目は少ない。 

 

表４ 対象項目に対する自動車業界３社間の比較可能性 
 

項 目 
開示企
業数 

 
比較可能性 

 
備 考 

 
対象範囲 

 
3 

 
× 

連結子会社の報告対象範囲
や他事業部門データを含む
か等、不明 

売上高・生産高 3 △ ホンダが連結の数字ならば、
売上高は 3 社とも比較可能 

エネルギー消費量・二酸化
炭素排出量 

 
3 

 
× 

換算係数は 1 社しか明示し
ていないため、単純比較不可 

水使用量 3 × 対象範囲が一致せず 
ＮＯｘ排出量 3 設備毎：△ 全社：× サイトデータは比較可能 
ＳＯｘ排出量 3 組織毎：○ 全社：△ トヨタと日産は全社比較可 
ＣＯＤ排出量 3 組織毎：○ 全社：× サイトデータは比較可能 
廃棄物量 3 × 言葉の定義が共有されてい

るとはいえない 
リサイクル率 3 × 〃 
ＰＲＴＲ対象物質排出量 3 △ 日産とホンダは全社比較可 

（注記）○：比較可能  △：条件付比較可能  ×：比較困難 



 8 

５．ビール業界の環境報告書分析 2） 

 

（１） 対象範囲 

 キリンは対象範囲を特に説明のない限りビール工場を対象とし、関係会社は製造工程を

保有する連結子会社 5 社を対象としていることを明記している。アサヒは環境会計の中で

集計範囲として単独であることを記載しているが、環境報告書としては対象範囲が明記さ

れていない。サッポロも環境保全コストの中でビール生産部門、研究所、物流部門の一部、

本社環境部門と記載されているが、環境報告書の対象範囲としては「サッポロビール」と

いう表現だけのため、どの範囲なのか不明である。サントリーも環境会計の中で、集計範

囲はグループ企業を含まないと明記しているが、環境報告書としては対象範囲が明記され

ていない。4 社とも基本的にはビール工場を対象としており、企業間比較については他の業

界に比べて行いやすいと思われるが、対象範囲についてさらに明確に記載する必要がある。 

（２） 事業概要 

 4 社とも会社概要について資本金、売上高、従業員数、関連企業数などを記載している。 

売上高の記載内容について見れば、キリンとサントリーは単独と連結の数値を、アサヒは

単独の数値のみを記載している。サッポロは単独と連結の数値に、事業部門別の売上高を

記載している。単独および連結の売上高や生産量は環境負荷の数値データに対する原単位

比較をする上で重要な基礎データとなるので記載されることが望ましい。 

（３） エネルギー消費量・二酸化炭排出量 

 4 社ともビール事業の物質フロー図を掲載しており､構成要素もほぼ同じである。①ビー

ル製造に投入したエネルギー等使用量、②ビール生産量、③ビール製造からの大気汚染物

質等排出量、④物流からの大気汚染物質排出量、⑤消費に伴う二酸化炭素排出量、⑥容器

等のリサイクル率がある。それぞれの項目に数値データが記載されているので、単位など

を統一すれば企業間の単純な比較は可能である。 

（４） 水使用量 

 4 社とも「物質フロー図」に用水使用量を記載している。単位は立方メートル（ｍ3）で

あり、表記の仕方が万ｍ3 と千ｍ3 に分かれているだけなので企業間の比較は可能である。

ビール製造量も記載されているので、エコエフィシェンシーの観点から「用水量あたりの

ビール製造量」を試算して比較することも可能である。表５は物質フロー図を基にした水

使用量の比較例を示す。各社とも用水の約１割前後が製品となっていることを把握できる。 

（５）ＮＯｘおよびＳＯｘ排出量等 

 4 社とも「物質フロー図」に、生産および物流からのＮＯｘおよびＳＯｘ排出量を記載し

ている。単位はいずれもｔ（トン）で共通しており企業間の比較は可能である。ＮＯｘあ

るいはＳＯｘ排出量あたりのビール製造量を試算してエコエフィシェンシーを比較するこ 

 

2）詳細はＩＧＥＳ関西研究センターのディスカッションペーパー参照 
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とも可能である。ＮＯｘおよびＳＯｘは使用燃料と関係が深いので、使用燃料の内訳を記

載してあれば各社の状況を把握しやすくなる。 

 

表５ 物質フロー図に基づく用水量あたりのビール製造量の試算（エコエフィシェンシー） 

項 目 
 

キリン アサヒ サッポロ サントリー 

水使用量（報告書
記載通り） 

2,970 万ｍ3 22,072 千ｍ3 11,683 千ｍ3 13,299 千ｍ3 

水使用量（千ｍ3

に換算） 
29,700 千ｍ3 22,072 千ｍ3 11,683 千ｍ3 13,299 千ｍ3 

ビール製造量（千
kl に換算） 

2,860 千 kl 2,542 千 kl 1,111 千 kl 1,479 千 kl 

ビール製造量／水
使用量(kl／ｍ3) 

0.096 kl／ｍ3 0.115 kl／ｍ3 0.095 kl／ｍ3 0.111 kl／ｍ3 

 

（６）ＣＯＤ排出量 

 キリンはサイトデータとして１工場の排水ＣＯＤ濃度（その他の工場はＢＯＤ）の実績

値を記載している。サッポロは物質フロー図に企業全体のＣＯＤ排出量をｔ（トン）で記

載し、さらにサイトデータとして各工場の最大排出量（月間）、年間排出合計（年）を記載

している。アサヒとサントリーはＣＯＤ排出量について触れられていない。サッポロの工

場間での比較は可能であるが、企業間比較は困難である。ビール製造業は他の業種に比べ

て、多くの用水を使用するので水質汚濁は特に重要である。各社とも開示が少ないのでさ

らなるデータ開示が望まれる。 

（７）廃棄物量・リサイクル率 

 各社とも、①副産物・廃棄物と②容器リサイクルとを区分して記載している。 

①についてはキリン、アサヒ、サッポロの３社はフロー図使って、製造工程から発生す

る副産物・廃棄物の種類と再利用（再生）用途を記載している。また、４社とも表の形で

各副産物･廃棄物の種類ごとの発生量（ｔ：トン）および再資源化率を記載している。ビー

ル業界の４社とも再資源化率は 100％である。各社の種類ごとの単純な企業間比較は可能で

ある。 

 ②の容器リサイクルについては、各社の独自の取組みとリサイクル業界としての取組み

が混在している。独自の取組みはビールびんのリターナブルシステムだけであり、各社

100％程度と差は見られない。 

（８）ＰＲＴＲ対象物質 

 ビール業界は食品製造業であり、他業種に比べて取扱うＰＲＴＲ対象物質の種類・量は

少なく、記載状況もＰＲＴＲ制度の紹介などが中心であり、現状では企業間比較をする内

容は見当たらない。 
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 以上、各対象項目について４社間の比較可能性を取りまとめると表 6 のとおりである。

ビール業界では４社間に比較可能なケースが多く見られ、条件付比較可能なケースを含め

ると、対象項目の大部分が比較可能である。しかし、最も基本的な対象範囲については、

他業界と同様に比較可能性を高めるためには記載内容のさらなる充実が必要である。 

 

表６ 対象項目に対するビール業界４社間の比較可能性 

項 目 開 示 
企業数 

比 較 
可能性 

備   考 

対象範囲 ２ △ 連結の集計基準を明確にすれば比較可能 
売上高・生産高 ４ ○ 各社とも売上高、ビール製造量を記載 
エネルギー消費量 ４ ○ 各社とも燃料（kl）及び電力（kWh）を記載 
二酸化炭素排出量 ４ △ 単位換算すれば比較可能 
水使用量 ４ ○ 各社とも用水使用量を記載 
ＮＯｘ、ＳＯｘ排出量 ４ ○ 各社とも生産と物流からの排出量を記載 
ＣＯＤ排出量 ０ × 企業全体としては各社とも未集計 
廃棄物量 ４ ○ 各社とも副産物等の発生量を記載 
リサイクル率 ４ ○ 各社とも副産物等及び容器リサイクル率を記載 
ＰＲＴＲ対象物質 ４ × 各社とも届出対象外（但し、１社は不明確） 

      （注記） ○：比較可能  △：条件付比較可能 ×：比較困難  

 

 なお、対象項目ごとにエコエフィシェンシー（ビール製造量／環境負荷物質量）を算出

し、４社の平均値から各社の比率を求めて比較すると図１のとおりである。各社のエコエ

フィシェンシーは大きいほど良いと解釈することができる。しかし、サントリーはビール

以外の飲料水を含んでおり、企業間で対象範囲が若干異なっていたり、環境負荷データの

積算精度が企業間で異なることも想定されるため、単純に比較するには問題がある。 

 

図１ 各社のエコエフィシェンシー（ビール製造量／環境負荷物質量）の比較例 
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６．化学工業界の環境報告書分析 3） 

 

（１） 対象範囲 

 積水化学は対象事業所を本体９工場と４研究所ならびに関連企業の２１生産事業所であ

ることを明示している。旭化成は国内における本体およびグループ各社を対象としており

地区・工場群を日本地図上に示している。三菱化学および住友化学は対象範囲について触

れていない。総合化学素材メーカは事業範囲が広く、取扱う素材のウエイトも異なるので

比較可能性の側面から、特に対象範囲を明確化することが重要である。 

（２） 事業概要 

 会社概要の重要な経営指標である売上高についてみれば、積水化学は単独および連結の

売上高を示しており、旭化成は連結のみの売上高ならびに事業別売上高比を示している。

三菱化学および住友化学は売上高については記載していない。売上高・生産量などの基礎

データがなければ、これらを使用した環境負荷数値データの原単位比較やエコエフィシェ

ンシーの比較ができない。 

（３） エネルギー消費量・二酸化炭素排出量 

 旭化成のみがグループ全体の工場群に対して、環境負荷の全体像の図に数値データを組

み込んで示しており分かり易い。エネルギー使用量は原油換算値とし、原単位は特定年度

を基準とする指数で記載している。二酸化炭素排出量はカーボン換算である。積水化学は

エネルギー使用量（原油換算）と原単位（ｋｌ／百万円）を記載し、同じく二酸化炭素排

出量と原単位（ｔ-ＣＯ2／百万円）を記載している。三菱化学はエネルギー原単位指数とカ

ーボン換算による二酸化炭素排出量を記載している。また、住友化学はエネルギー使用量

（原油換算値ｋｌ）と原単位（ｋｌ／エチレンＴ）を記載している。 

 本対象項目には、積水化学のみ図表のグラフ上に実績値が記入されている。数値が記入

されていない場合、読取誤差が生じて比較する場合の精度が悪くなる。 

（４） ＮＯｘおよびＳＯｘ排出量等 

 積水化学は全社のＮＯｘおよびＳＯｘ総排出量（単位：ｔ）を記載し、旭化成は全社の

年間排出量（単位：ｔ／ｙ）と原単位指数を記載している。三菱化学および住友化学は約

３０年間に亘るロングタームの排出量（単位：ｔ）の経年推移を記載している。企業間の

全社ベースでの総量比較はグラフ上の数値の読み取りによって可能となる。 

（５） ＣＯＤ排出量 

 積水化学はＣＯＤの全社総排出量（単位：ｔ）を記載し、かつ堺工場の事例としてＣＯ

Ｄ排出量を濃度基準（単位：ｐｐｍ）で開示している。旭化成はＣＯＤの全社総排出量と

全社の年間総排水量（単位：ｍ3／ｙ）を開示している。三菱化学および住友化学は全社の

ＣＯＤ排出量のみを記載している。全社の総排出量については単位も同一であり比較は可 

 

3）詳細はＩＧＥＳ関西研究センターのディスカッションペーパー参照 
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能である。 

 

（６） 廃棄物量・リサイクル率 

 積水化学は廃棄物の総発生量と外部委託処分量を、単独とグループに分けて図示してい

る。リサイクル率はゼロエミッションに向けての再資源化活動の状況を３段階に区分して

記載している。旭化成は廃棄物の外部最終処分量を示すとともに、それらの種類の内訳を

円グラフで記載している。リサイクルについては対象項目をあげているが数値的な説明は

ない。三菱化学および住友化学は廃棄物の外部最終処分量、埋立て量として図示し、リサ

イクルについては両社ともリサイクル量を記載している。 

 各社によって外部委託処分量、外部最終処分量、埋立て量と用語は少しずつ異なるが、

内容的には最終処分される廃棄物の量を意味していると想定され、単位も同一であること

から企業間比較は可能である。しかし、リサイクル率については取り扱いの説明・表現が

異なり比較は困難である。 

（７） ＰＲＴＲ対象物質 

 積水化学はＰＲＴＲ削減対象物質の排出・移動量について総量を単独とグループに区分

して記載している。また、主要な２７種類の対象物質について、グループ３０事業所の使

用量、排出量、移動量等を一覧表で記載している。旭化成は有害大気汚染物質のうち削減

対象となっている優先取組みの９物質について排出量の年度ごとの推移をそれぞれ個別に

図示している。三菱化学および住友化学は９物質の排出量の経年推移をそれぞれ個別に図

示している。リスポンシブル・ケアで定める９物質の単純な企業間比較は可能であるが、

各社の取扱う対象物質の種類や量が異なるため企業間の総量比較は意味がない。 

 以上、各対象項目について４社間の比較可能性を取りまとめると表７のとおりである。

条件付で比較可能なケースが見られるが、比較困難なケースも多い。 

 

表７ 対象項目に対する化学工業界４社間の比較可能性 
項 目 開示企業数 比較可能性 備 考 

対象範囲 ２     △ ２社の対象範囲は明記さ
れているが選択基準不明 

売上高・生産高 ２     △ ２社の売上高：連結は比較
可、単体は比較困難 

エネルギー消費量 ４ × 総量比較不可 
二酸化炭素排出量 ４ 全社：△ 原単位：× 単位換算必要 
ＮＯｘ、ＳＯｘ排出量 ４ 全社：△ 原単位：× グラフ表示（読取必要） 
ＣＯＤ排出量 ４ 全社：△ 原単位：× グラフ表示（読取必要） 
廃棄物量 ４ 最終処分量（全社）：△ 

原単位：× 
グラフ表示（読取必要）／
用語統一必要 

リサイクル率 ４     × 複雑・不明要素多い 
ＰＲＴＲ対象物質 ４     △ ３社間の比較可能 

（注記） △：条件付比較可能、×比較困難 
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７．環境報告書の２０００年版と２００１年版との比較 

 

（１）自動車業界 

 2000 年発行の環境報告書を分析した３社について、2001 年発行の環境報告書についても

同様の分析を行った。その結果、データ開示項目を部分的に増加しているケースや、デー

タの意味する内容についての説明を付加するなど、改善点がいくつか見られ、比較可能性

を高める方向に向かっていると考えられる。 

 具体的には、以下の項目で改善が見られた。水使用量についてトヨタでは、新たに「自

動車生産工場の水の総使用量推移」のグラフを載せたので、３社間における生産工程全体

の水使用量の比較は可能となった。また、排水中の COD について、トヨタの工場毎データ

に加えて、「排水に含まれる COD 排出量推移」のグラフを載せている。ホンダでは、新た

に VOC 排出量について、鈴鹿・埼玉製作所の排出量を文章中に示した。 

さらに、廃棄物量について、日産では新たに年度別の発生量グラフを載せている。また、

再資源化率について、トヨタは新たに定義を数式で示した。さらに、トヨタと日産では地

下水汚染に関わる情報を充実させている点などが特筆される。 

 ところで比較可能性を検討するうえで最も基本的な項目である対象範囲については、

2000 年／2001 年版ともに、トヨタが「日本における自動車を中心とする事業活動」、日産

が「海外を含むグローバルな日産グループ」という記載内容に変わりがないが、ホンダは

2000 年版では「国内の環境取組み実績を中心に」、「海外主要生産事業所における環境デー

タと活動事例」を記載しているとしていたが、2001 年版には「本田技研工業（株）、（株）

本田技術研究所、ホンダエンジニアリング（株）を中心に、海外の生産会社、現地法人の

一部を含みます」という表現に変え、国内の会社名をあげて対象範囲を特定化している。

自動車業界には自動車だけでなく、様々な事業を行っている会社が存在するので、まずは

この対象範囲について明確にすることが、この業界における比較可能性を高める第一歩と

考えられる。 

（２）ビール業界 

 情報開示の進んだビール業界であるが、各社ともさらなる努力が重ねられている。以下、

環境報告書全体の主な変化も含めて述べる。 

 先ず、環境報告書のボリュームであるが、各社とも増加している。アサヒは 50％増、サ

ントリーは 44％増で、サッポロも 25％増である。キリンは若干少なくなったが、CD-ROM

を添付するとともに、サイトレポートの制作を進めているので、トータルとしてみれば相

当増加していると捉えられる。 

 新たに増加した情報としては、工場別データの充実、GRI ガイドラインを反映した社会

面の充実、環境コミュニケーションの充実などである。キリン及びサントリーは、GRI ガ

イドラインを踏まえたことを明記した。 

「対象範囲・対象期間」について、2000 年版は十分記載されていない企業が 4 社中 3 社
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あったが、2001 年版は 4 社とも同レベルの記載がされるようになった。中でも、アサヒは

本文中の記載において「単体」と「グループ」を明確に区別するようになった。また、サ

ントリーは、「海外での取組み」として新たにセクションを設けるようになった。 

 会社概要において、「部門別売上高」を記載する企業が 1 社のみであったのが、4 社中 3

社になった。2000 年版のレポートをもとに、ビール生産量に対するエコエフィシェンシー

を算出したが、売上高に対するエコエフィシェンシーについても、もう少しで比較可能な

状況になった。 

 一方、余り進展していないと見られる項目は、エネルギー表記の単位がＪ（ジュール）

でないこと、再生可能エネルギー消費量の記載がモデル工場だけで全社の総エネルギー消

費量との比較が困難であること、温室効果ガスの算出内訳が不揃いまたは不明であること

である。これらの点において、各社のさらなる努力が期待される。 

（３）化学工業界 

 2001 年版の各社の対象範囲についての記載内容を見ると、積水化学はカンパニー制の導

入に伴い、事業所・工場群・関連企業を新たにカンパニー単位で分類しており、対象事業

所選定の基本的考え方を追記している。旭化成は対象範囲をグループ全体に拡大し関連会

社数を増加させた。また、各地区・工場の記載は名称だけでなく､新たに事業内容・生産品

目を追加記載している。三菱化学は会社概要の中で事業所・工場、関連会社の名称が記載

されており、これらが対象範囲と想定される。住友化学は新たに対象範囲としての記載を

行い、「国内全工場（五ヶ所）」の数値データを集計していることを記述している。 

 会社概要の売上高の記載内容は４社とも充実させている。積水化学および旭化成では新

たに、連結売上高についての過去３年間の棒グラフが図示され、実績の数値データが記入

されている。三菱化学は新たに会社概要を載せ、単独および連結の売上高の実績値を記載

している。住友化学は会社概要の中に新たな記載項目として単独の売上高実績を記載した。 

 環境パフォーマンスデータのグラフの表示方法に関して、積水化学は２００１年版から 

全てのグラフ上に実績値を記入する方法を採用した。グラフ上に数値データが記載されて

いると、比較可能性の面から比較精度が高まるので望ましい。 

 廃棄物量・リサイクル率については、積水化学、旭化成、三菱化学は新たに「廃棄物の

発生・処理フロー図」を作成した。廃棄物発生量、中間処理量、再資源化量、最終処分量

等の実績値がフロー図中に記載されており、企業間の比較可能性が高まっている。住友化

学ではフロー図はないが、廃棄物埋立て量と外部リサイクル量に加えて､新たに廃棄物発生

量のグラフが記載されており、グラフ上から数値を読取れば他社との比較が可能となる。 

 また、ＰＲＴＲ対象物質については、三菱化学および住友化学が記載内容を充実させ、

主要対象物質の排出量・移動量の一覧表を作成している点が特筆される。 

 

 以上、2001 年版の環境報告書において新たに増加・充実させた記載内容の特記事項を取

りまとめると表８のとおりとなる。 
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表８ 2001 年版環境報告書において新たに増加・充実させた記載内容の特記事項（2000

年と 2001 年との比較） 

業 
種 

対象範囲／売上高・生産高関連 環境パフォーマンスデータ関連 

 
 
 
自
動
車 
 
 
 
 

［対象範囲］ 
・ホンダは国内３社の社名を明記、海外生

産会社、現地法人の一部を含むと記載し
ている（トヨタ、日産は記載内容変更な
し） 

［売上高・生産高等］ 
・日産が新たに連結生産台数を開示してい

る（トヨタ、ホンダは記載内容変更なし） 

①トヨタは生産工場での水の総使用量推
移のグラフを載せたので３社間の生産
工程全体の水使用量について比較可能
となった 

②廃棄物量について日産は新たに年度別
発生量グラフを載せている。また、トヨ
タは再資源化率について新たに定義を
数式で示した 

③トヨタと日産は地下水汚染にかかわる
情報を充実させている 

 
 
 
ビ
｜
ル 
 
 
 

［対象範囲］ 
・2001 年版では４社とも同レベルの記載

となった。アサヒは単体とグループを明
確に区分。サントリーは海外取り組みの
セクションを設けた 

［売上高・生産高等］ 
・部門別売上高を記載する企業が４社のう

ち１社から３社に増加 

①アサヒ、サッポロ、サントリーの３社は
事業所・工場・グループ会社ごとの環境
負荷データをサイトデータ、ミニレポー
トなどとして新たに記載している 

②キリンは環境報告書の添付資料として
CD-ROM の形で、環境への取り組みを
映像で紹介、また詳細な実績データの紹
介などを行っている 

 
 

 
 
 
化
学
工
業 
 
 
 
 

［対象範囲］ 
４社とも記載内容を増加しており明確化
に向けて前進した。更なる充実が望まれる 
［売上高・生産高等］ 
・売上高の記載内容は４社とも充実。積水

化学と旭化成は連結売上高の過去３年
の棒グラフを図示し、数値データを記入 

・三菱化学は新たに会社概要を記載し、単
独及び連結売上高を記載。住友化学は会
社概要の中に新たに単独売上高実績を
記載 

①廃棄物量・リサイクル率について、積水
化学、旭化成、三菱化学は新たに「廃棄
物の発生・処理フロー図」を記載した 

②三菱化学と住友化学はＰＲＴＲについ
て記載内容を充実させ、排出量・移動量
の一覧表を作成している 

③積水化学は環境負荷データの棒グラフ
表示において、新たに実績数値データを
全グラフ上に記入している 

 
 

 

 
８．議論と結論 
 

 本調査研究に対して抽出した３業種・１１社の環境報告書は、各業界では日本を代表す

る著名な企業ばかりが作成したものであり、いずれもベンチマークの環境報告書である。 

 自動車業界は、これまで環境報告書作成に先進的な取組みを実施している代表業種であ

り、環境報告書の情報量が多く記載内容は充実している。また、サイトデータとしての各

工場・事業所の環境負荷データも詳細に開示が進んでいる。対象とする国内の工場・事業
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所、対象とする関連企業、対象とする海外事業所・関連企業などの対象範囲を明確に記載

しており、読み手には対象範囲をほぼ把握することが可能である。したがって、記載が明

確に行われてはいることになるが、現状では企業間で一部、内容の不揃いや特定されない

事業所・関連企業などを含むケースも見られ、これらが環境負荷の数値データを比較する

場合に、比較を難しくする障害となっている。対象範囲の問題は、自動車業界に限らず、

今回調査したビール業界、化学業界にも共通する点である。 

 ビール業界は４社ともゼロエミッションを達成するなど環境への取組みは進んでいる。

いずれも環境報告書に全体像としての物質フロー図を記載しており、各社の製造プロセス

自体が類似していることから比較がし易い。また、環境負荷データの実績値を各項目にわ

たりフロー図に記載しているので、今回検討した３業種の中では環境負荷データの比較可

能性が最も高いと考えられる。しかも、各社ともビール生産量を記載しているので、各環

境負荷項目あたりのビール生産量を算出して環境効率（エコエフィシェンシー）を比較す

ることが可能である。 

 化学工業界は生産工程におけるエネルギー消費量・二酸化炭素排出量の多い代表的な業

種の１つである。また、これまでにリスポンシブル・ケア活動を通じて環境・安全・健康

の自主管理を先行させている。しかし、化学工業は企業間で取扱う化学物質の種類や製造

する製品の種類が多岐にわたり、数値データの比較可能性を困難にしている。比較が困難

なケースではまず、対象範囲の不明瞭あるいは不明な点が障害となっている。化学工業界

では対象工場・事業所を特定した上で、とりわけ製造工程のインプットとアウトプットを

フロー図に示し、各環境負荷データの実績値を記述する方法を採用することが比較可能性

を高める点で効果があるものと考えられる。 

 2001 年版との比較についてみれば、データ開示項目の増加、記載内容の充実、データに

対する説明付加・定義の解釈、対象範囲記載の工夫など、３業界とも着実に環境報告書の

改善にむけた工夫・バージョンアップの跡が随所にうかがえた。これらの進展は、2001 年

版の環境報告書が発行される前に、環境省ガイドラインが 2001 年２月に公表されており、

このガイドラインの影響を受けて環境報告書の作成にあたった結果だと推察される。 

 以上、環境報告書の数値データに関する比較可能性は業界によって大きな格差の見られ

ることが判明した。しかし、比較可能性を高めるための共通点は、今後、対象範囲をより

明確化・統一化する方向性を探ること、さらに、数値データの算出方法、単位・表示方法

の共通化などが重要であり、一層きめ細かな取組みが望まれる。 
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